
予約申請の手引き 

平成２５年度補正 
定置用リチウムイオン蓄電池 

導入支援事業費補助金 

共同申請用 

≪ 申請者は特に以下の点に留意して申請を行ってください。≫ 
 

●応募要領に記載されている内容をよく理解したうえで、申請を行ってください。 
●申請に関しては、一般社団法人環境共創イニシアチブ（以下、「ＳＩＩ」という。） 
  ホームページの「よくあるご質問」もご覧ください。 
●補助金の申請者がＳＩＩに提出する書類は、如何なる理由があってもその内容に 
   虚偽の記述を行わないでください。 
●提出書類を全て揃えたうえで、申請書を提出してください。 
●申請書類一式の写し（コピー）を必ず保管してください。 

予約申請の提出期限  平成２６年１２月３１日 必着 （予定） 

Ver.2.0 



はじめに 
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予約申請 
 

平成２６年３月１７日（月）～ 平成２６年１２月３１日（水） 必着 
※予約申請の合計額が予算額に達した場合、申請受付期間内であっても予約申請の受付を終了します。 

 
『予約申請』と『交付申請』の２段階 
①『予約申請』は契約・購入、設置前に「補助金予約申請書」（以下、「予約申請書」という。）を 
  ＳＩＩへ提出し、ＳＩＩから「予約決定通知書」を受領してください。 
②『交付申請』は、補助対象機器の設置・引渡しの完了、及び補助対象費用の支払いが完了した後、 
 「交付申請書 兼完了報告書 兼取得財産等明細表」（以下、「交付申請書」という。）をＳＩＩ  
  へ提出し、「交付決定通知書 兼補助金の額の確定通知書」（以下、「交付決定通知書」とい 
  う。）を受領してください。 

 
【個人・法人】 １住宅あたり  上限１００万円 
【法人】    １事業所あたり 上限１億円 

 
日本国内において、ＳＩＩが認める蓄電システムを設置し、使用する以下のもの 
 ・個人（個人事業主含む）   
 ・法人 
※リース等により設置する場合は、所有権者となる法人が主体となり共同で申請してください。 

 
ＳＩＩが補助対象機器として認めた蓄電システム 
補助対象機器は未使用品に限ります。補助対象機器の一覧については、ＳＩＩのホームページで 
確認してください。（http://sii.or.jp/） 

申請の提出期限 

補助対象となる機器 

交付申請 
 

平成２６年３月１７日（月）～ 平成２７年１月３１日（土） 必着 

補助金交付の対象者 

補助上限額 

補助金申請方法 

 
蓄電システムの購入金額と、機器毎に定められた目標価格（B値）との 
差額の２/３以内 
蓄電システム購入金額が、機器毎に定められた基準価格（Ａ値）に対して 
①上回る場合、【購入金額－機器毎の目標価格（B値）】の１/３を補助 
②同等もしくは下回る場合、【購入金額－機器毎の目標価格（B値）】の２/３を補助 
③下回り、且つ補助額が購入金額の１/３を下回る場合は、購入金額の１/３を補助 
※機器毎の目標価格（B値）および基準価格（A値）についてはＳＩＩのホームページで確認して 
 ください。 
※審査により、補助額が減額される場合があります。 

補助額（補助率） 
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補助金申請の流れ 

蓄電システムの 
選定 

予約申請 

予約決定通知書の
受け取り 

予約決定 

予約申請に必要な書類の手配 
※予約申請書はＳＩＩホームページよりダウンロードしてください。 

予約申請書の記入 

予約申請書のコピーを保管 

予約申請書（原本）を発送 

ＳＩＩにて予約申請書類を審査 

予約決定 

予約決定通知書の受け取り 

リース会社等を選定 
  ※補助対象機器のリース、及び補助金申請によるリース料金の減額に 
   ついては、各リース会社にお問い合わせください。 

補助金交付（支払い） 
までの流れ 

予約決定までの流れ 

予
約
申
請 

設置する蓄電システムをお選びください。 
※本事業の補助対象となる蓄電システムは、 
ＳＩＩのホームページで確認してください。 

蓄電システムの  
契約・購入、設置 

交付決定 

補助金支払 

蓄電システム代金
の完済 

交付決定通知書 
の受け取り 

交
付
申
請 

以下、リース会社等による申請作業となります。 
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予約申請に必要な書類 

１.対象機器所有権者にご記入いただく書類 

様式１ 

補助金予約 
申請書 

詳細は 
P.５ 

必ず下記２,３の書類を用意
した上で記入してください。 

様式３ 

蓄電システム 
販売見積書 

詳細は 
P.７ 

様式５ 

実在証明書 
（原本） 

詳細は 
P.１０ 

様式４ 

蓄電システム 
リース見積書 

詳細は 
P.８ 

様式２ 

補助金及び 
予約申請に 
関する同意書 

詳細は 
P.６ 

様式６ 

財務諸表 
（コピー） 

詳細は 
P.１０ 

※販売先、設置・施工会社から指定の書式にて 
 販売見積書を入手してください。 

２.販売先、設置・施工会社にてご記入いただく書類 

３.対象機器所有権者にご用意いただく書類 



予約申請書類 記入のご案内 
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         記入方法（対象機器所有権者ご自身にてご記入いただく書類） 
予約申請 

共同申請用 
様式１ 

（予約） 

様式１ 補助金予約申請書 

定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業費補助金 

１ 

必ず記入日を記入してください。 

１ 

２ 

（株）など略表示は使わないでください。 

２ 

３ 

予約決定通知書等の通知物が法人住所に送られ
ます。 
※法人担当者情報欄も漏れなく記入してくださ 
 い。 

３ 

該当する項目の□に必ずチェックしてください。 

４ 

４ 
【使用者が個人の場合】 
左側の使用者氏名、電話番号を記入してくださ
い。 
【使用者が法人の場合】 
右側の使用者法人名、使用者法人担当者名、電
話番号を記入してください。 
※電話番号はできるだけ携帯番号を記入してく 
 ださい。 
 
※両方の欄に記入はしないでください。 

５ 

５ 

販売先からの「蓄電システム 販売見積書（様 
式3）」を参照のうえ、 
「蓄電システムメーカー名」、 
「蓄電システムパッケージ型番」を記入してく
ださい。 
※ＳＩＩのホームページで公開されているパッ  
 ケージ型番と一致していることを確認してく    
   ださい。 

９ 

予約決定通知書を受領し、
蓄電システムのリース契
約、設置・引渡しの完了
後に行う交付申請予定日
を記入してください。 

６ 

販売先からの「蓄電システム 販売見積書（様 
式3）」を参照のうえ、機器単体の金額を記入
してください。 
※補助対象外の経費（消費税、工事費、運搬費
等諸経費）は設置機器金額に含まれないので申
請できません。 

７ 

ＳＩＩホームページ上の 
・補助額計算書 
・補助額計算機能 
を活用して、1台あたりの補助申請金額を計算し
記入してください。 
その後、申請する台数を記入し、補助申請金額
の合計を記入してください。 
※計算結果が補助上限金額 
【個人・法人】1住宅あたり上限100万円 
【法人】1事業所あたり上限1億円 
を上回った場合は、上限の金額を記入してくだ
さい。 
上限100万の場合：1,000,000 
上限1億の場合：100,000,000 
 

必須項目 

12 

該当する項目の□に必ずチェックしてください。 

６ 

予定しているリース契約期間を記入してくださ
い。 
リース契約期間は財産処分制限期間である 
７２ヶ月（6年）以上のリース契約期間である
かご確認ください。 
※予約決定通知書の受領前に、リース契約を行 
 わないでください。 

８ 

10 

11 

12 

10 

11 

蓄電システム設置場所住所を記入してください。 
※住居表示が未定の場合は、地番を記入してく
ださい。 

７ 

各書類を参照しながら、抜け漏れ、間違いの無いように記入してください。 
※虚偽の申請と認められるものは申請を受けつけません。 

９ 

８ 
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         記入方法（対象機器所有権者にご記入いただく書類） 
様式２ 

（予約） 

様式２ 補助金及び予約申請に関する同意書 

同意事項を全てお読みいただき、記載内容についてご了承いただいた上で、署名、捺印を 
してください。 

必須項目 

対象機器所有権者の担当者本人が直筆で署名し
てください。 
捺印（認印可）は朱印でしてください。 

１ 

１ 

予約申請 
共同申請用 
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         記入方法（販売先、設置・施工会社にてご用意いただく書類） 
様式３ 

（予約） 

様式３ 蓄電システム 販売見積書 

必須項目 

販売会社が記入する書類です。記入漏れがないようにご注意ください。 

１ 

必ず記入日を記入してください。 

１ 

２ 

（株）など略表示は使わないでください。 

２ 

販売会社の情報を漏れなく記入してください。 

事業者印（社名が確認できる印）を押してくだ
さい。 

４ 

３ 

４ 

３ 

販売する機器がＳＩＩのホームページで公開さ
れているパッケージ型番と一致していることを
ご確認のうえ、 
「蓄電システムメーカー名」、 
「蓄電システムパッケージ型番」 
「設置台数」 
を記入してください。 

５ 

５ 

蓄電システムの販売金額（税抜）を記入してく
ださい。 
 
※補助対象となるのは機器費用のみです。 
 分電盤や設置工事に係る費用等、ＳＩＩに認   
 められていない費用を含むことはできません。 
 パッケージ型番に含まれる範囲はＳＩＩの  
 ホームページのリンクよりメーカー製品ホー   
 ムページで確認してください。 

上記蓄電システムの販売金額以外に、周辺機器
費用や工事費用がある場合は記入してください。 
これらは補助の対象外となります。 

６ 

６ 

７ 

７ 

予約申請 
共同申請用 
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         様式４ 
（予約） 

様式４ 蓄電システム リース見積書 

必須項目 

対象機器所有権者が記入する書類です。記入漏れがないようにご注意ください。 

１ 

必ず記入日を記入してください。 

１ 

２ 

個人の場合、氏名の字体（旧字、略字など）は、
他の書類と一致するようにご注意ください。 
法人の場合、（株）など略表示は使わないでく
ださい。 

２ 

事業者印（社名が確認できる印）を押してくだ
さい。 

４ 

リースする機器がＳＩＩのホームページで公開
されているパッケージ型番と一致していること
をご確認のうえ、 
「蓄電システムメーカー名」、 
「蓄電システムパッケージ型番」 
を記入してください。 

５ 

３ 

対象機器所有権者の情報を漏れなく記入してく
ださい。 

３ 

４ 

５ 

６ 

リース契約期間は財産処分制限期間である 
７２ヶ月（６年）以上のリース契約期間である
かご確認ください。 

６ 

次ページで説明します。 

記入方法（対象機器所有権者にご記入いただく書類） 
予約申請 

共同申請用 
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         様式４ 
（予約） 

様式４ 蓄電システム リース見積書 

必須項目 

対象機器所有権者が記入する書類です。記入漏れがないようにご注意ください。 

様式３の販売先からの見積書を参照の上、設置機器単体の金額の記入と設置台数を記入してください。 
※補助対象外の経費（消費税、運搬費等諸経費）は申請できませんので、設置機器金額に含まないでください。 

上記蓄電システムの金額以外に、周辺機器費用や工事費用がある場合は記入してください。 
これらは補助の対象外となります。 

７ 

８ 

７ 

（A×B）+Cの合計値を記入してください。 ９ 

ＳＩＩホームページ上の 
・補助額計算書  ・補助額計算機能 
を活用して、補助申請金額を計算してください。 

10 

D－Eの合計値を記入してください。 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

12 補助金なしの場合と補助金ありの場合の保険料・諸税等を記入してください。 

13 補助金ありの場合はF＋Gの合計値を入力してください。 
補助金なしの場合はD＋Gの合計値を入力してください。 

14 
補助金なしの場合と補助金ありの場合の金利（％）を入力してください。 
 

15 

補助金なしの場合と補助金ありの場合の、それぞれのH＋Jの合計値を入力してください。 16 

補助金なしの場合と補助金ありの場合の金利（金額）を入力してください。 

11 

A 
B 

C 

D 

E 

F 

G 

H 

I 

J 

K 

記入方法（対象機器所有権者にご記入いただく書類） 
予約申請 

共同申請用 
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         記入方法（申請者ご自身にてご用意いただく書類） 
様式５（予約） 
様式６（予約） 

様式５ 対象機器所有権者の印鑑証明書（原本） ※様式５に貼り付けて提出してください。 

様式６ 対象機器所有権者財務諸表（コピー） 

申請書の提出日から１年以内に発行された、印鑑証明書（原本）を提出してください。 

 
提出日より１年以内に発行された印鑑証明書（原本）を提出してください。 
 
例：平成２６年５月１日 提出 
  印鑑証明書の発行日：平成２５年５月１日以降 

対象機器所有権者の財務諸表（コピー）を貼り付けてください。 

 
直近３期分の決算報告書 ※貸借対照表、損益計算書を提出してください。 

本事業で多数申請を予定されている申請者は、下記の書類について、 
「補助金申請書簡易化承認申請書」の提出により、簡易化が可能ですので、 
ＳＩＩのホームページよりダウンロードしてください。 
・実在証明書（印鑑証明書） 
・財務諸表 
・通帳・口座証明書 

※様式６に貼り付けて提出してください。 

予約申請 
共同申請用 

ご注意 

ご注意 
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補助額の計算について 
補助額の算出方法 

※下記、補助額計算書はＳＩＩホームページからもダウンロードできます。 

例：A社蓄電システム（A値190万円、B値66万円）  
  を購入する場合 

上記補助額計算にて計算した内容は、必ずＳＩＩのホームページの補助額計算機能を使い、 
再度確認したうえで申請してください。 

 同じ蓄電システムであっても、購入金額により
補助金の計算方法が異なります。必ず補助金計算
書を使用し、ご確認ください。また補助金の計算
に必要な『Ａ値』と『Ｂ値』は、蓄電システム毎
に異なります。 
 必ずＳＩＩのホームページをご確認ください。 
 
 
①蓄電システム購入金額が、Ａ値を超える場合 
 
 ⇒補助額は、Ｂ値を超える金額の１／３ 
 
 
②蓄電システム購入金額が、 
 Ａ値を同等、または下回る場合 
 
 ⇒補助額は、Ｂ値を超える金額の２／３ 
 
 
③蓄電システム購入金額が、Ａ値を下回る場合 
 の補助額が、蓄電システムの購入金額の１／３ 
 を下回る場合 
 
 ⇒補助額は、蓄電システム購入金額の１／３ 
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申請書提出にあたってのご注意 

■申請書の提出先 

 申請書の提出にあたって、応募要領に記載されている内容をあらかじめご了承いただいた
うえで、提出してください。 

〒115-8691 赤羽郵便局私書箱４５号 
一般社団法人 環境共創イニシアチブ（ＳＩＩ） 審査第三グループ 
リチウムイオン蓄電池補助金 申請担当宛て 

※封筒表面に赤字で『補助金予約申請書在中』と必ず記入してください。 

 
＊ＳＩＩから申請者に対し申請書を受け取った旨の連絡は致しません。 
 到着確認を行いたい場合は、書留等で郵送してください。 
 

＊郵送料は送付元のご負担となります。 
 

＊問い合わせ等の際に必要になるため、申請書類一式のコピーを必ず保管してください。 
 

＊原則として書類の差し替えについては応じられません。（ＳＩＩが求める場合を除く。） 
 

＊申請書類の記述内容に虚偽が認められた場合は、申請を受理しません。 
 

＊申請書類が、応募要領に従っていない場合や重度の不備がある場合は、申請を受理しない 
 場合があります。 

必ず申請書一式のコピーをお手元に控えておいてください。 
提出書類に不備があった場合は、電話・郵便等でご連絡いたします。 

一般社団法人 環境共創イニシアチブ（ＳＩＩ） 審査第三グループ 
リチウムイオン蓄電池補助金 申請担当 

 

TEL：0570-783-161 
 

※IP電話からのご連絡 TEL：03-6221-6703 
 

（受付時間 平日のみ 9：00～17：00） 

―補助金申請に関する問い合わせ先― 

ご注意 
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更新履歴 

No. Ver. 更新日 
更新 

ページ 
更新内容 

１ 2.0 平成26年3月27日 表紙 
・Ver.2.0に更新しました。 
・予約申請の提出期限を更新しました。 

２ 2.0 平成26年3月27日 P.1 
・予約申請受付期間を更新しました。 
・交付申請受付期間を更新しました。 

３ 2.0 平成26年3月27日 P.6 ・①捺印（認印可）を更新しました。 

４ 2.0 平成26年5月20日 P.5 ・補助申請金額の記入方法を更新しました。 


